
国では「2050年脱炭素社会」の実現に向け、令和３年10月に地球温暖化対策計画を改定し、

2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度比26％から46％へ大幅に引き上げました。

国内外で動きが急加速する中、県としても、脱炭素社会の構築はアフターコロナ社会における

最重要課題の一つと位置付けており、46％削減以上の目標を掲げることを念頭に、

来年度、具体的かつ実効性のある施策を盛り込んだ県全体計画の改定を行う方針です。

このたび県では、脱炭素社会構築の取組みとして県内の中小事業者向けに、

オフィスビルで実施可能な省エネについて解説するリモートセミナーを開催いたしますので、

是非ご参加ください。

応募方法

オフィスビルで実現できる省エネ

温室効果ガス削減に向けた
岐阜県 省エネ リモートセミナー

令和４年１月２８日（金） １０：００～１２：００
開 催

内 容 講 師

令和４年１月28日（金）10：00～12：00日 時

実 施
方 法

対 象

Web会議システム「Zoom」にて実施いたします。

参加方法については、ご応募いただいた方に後日メールにてお知らせいたします。

・岐阜県内に事業所を持つ企業・団体

・先着80団体（参加は1団体1アカウントとします）

申込・問合せ先

岐阜県 環境生活部 環境管理課 温暖化・気候変動対策係 宛て

〒500-8570 岐阜県岐阜市薮田南2-1-1 

TEL. 058-272-1111（内線2694） FAX. 058-278-2610

メールアドレス c11264@pref.gifu.lg.jp

○エネルギー、脱炭素を取り巻く動向

○事業所で実施できる省エネルギー対策事例

○消費エネルギーが正味ゼロのビル、

ZEB(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)について

○省エネに関連する補助金について …など、

オフィスビルで実施可能な省エネに関するセミナーです。

オフィスビルで実現できる省エネ

●メールに以下の内容を記入、または裏面の応募用紙に記入しFAXでお送りください。

①企業・団体名 ②セミナー参加者のお名前 ③電話番号 ④メールアドレス

●締切 令和４年１月21日（金） ●参加費 無料

一般財団法人 省エネルギーセンターは、

工場、ビル、店舗等施設の省エネ・節電推進など

「徹底した省エネ」に向けた活動の支援を行っている

組織です。

一般財団法人 省エネルギーセンター 東海支部

エネルギー使用合理化専門員矢崎 祝秀 氏

mailto:c11264@pref.gifu.lg.jp


企業・団体名

参加者名

電話番号

メールアドレス

岐阜県 環境生活部 環境管理課 温暖化・気候変動対策係 行

FAX. 058-278-2610

温室効果ガス削減に向けた岐阜県省エネリモートセミナー 応募用紙

締切:令和４年１月21日(金)


